
物価高対策と新産業の創出で
長崎県民の暮らしを守る
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長崎県の離島・半島の
暮らしを守る
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長崎県の防災・滅災、
国土強靭化の推進
長崎県の防災・滅災、
国土強靭化の推進
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長崎の声を国政へ 日本、再生。
～つよく やさしい 日本を～

長崎県が全国に誇る
農林水産業の振興
長崎県が全国に誇る
農林水産業の振興

長崎県の人口減少対策、
こども子育て政策の推進
長崎県の人口減少対策、
こども子育て政策の推進

●経歴
　昭和42年11月2日生・鎮西幼稚園、諫早市立御館山小学校、諫早中学校、青雲高校、東京大学法学部卒業。
　自治省・総務省ほか、長崎市役所（副市長）に勤務。
　平成25年7月参議院選挙で初当選、令和元年7月に再選（現在2期目）
　令和6年11月、第二次石破内閣にて経済産業副大臣兼内閣府副大臣（大阪・関西万博担当）に就任。

●政府の主な役職
　内閣府大臣政務官、総務大臣政務官。国土審議会離島振興対策分科会特別委員

●国会（参議院）の主な役職
　内閣委員会、環境委員会、外交防衛委員会筆頭理事、消費者問題特別委員会筆頭理事
　議員運営委員会理事、予算委員会理事、決算委員会理事、憲法審査会幹事
　農林水産委員会委員、総務委員会委員
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長崎県の水素社会の推進と
半導体関連産業の振興
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「こどもを持ちたい」希望がかなえられる少子化対策の推進「こどもを持ちたい」希望がかなえられる少子化対策の推進
令和5年度にこども家庭庁を発足させ、年間3.6兆円規模の少子化対策・加速化プランの策定と
その法的裏付けとなるこども子育て支援法の改正を行いました。
令和5年度にこども家庭庁を発足させ、年間3.6兆円規模の少子化対策・加速化プランの策定と
その法的裏付けとなるこども子育て支援法の改正を行いました。
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希望すれば少なくとも70歳までは働ける社会の構築希望すれば少なくとも70歳までは働ける社会の構築
公務員の定年を段階的に65歳に引き上げる提言を取りまとめ、国家公務員法と地方公務員法を改正。
民間にも定年引上げが普及し70歳までは働ける社会の構築を推進。
公務員の定年を段階的に65歳に引き上げる提言を取りまとめ、国家公務員法と地方公務員法を改正。
民間にも定年引上げが普及し70歳までは働ける社会の構築を推進。

水素エネルギーで脱炭素社会と日本、そして長崎経済の再生を推進水素エネルギーで脱炭素社会と日本、そして長崎経済の再生を推進
令和6年5月、国主導で水素エネルギーを普及させる水素社会推進法を成立させました。
長崎県の新産業創出を目指すとともに長崎県内に半導体企業を誘致・支援します。
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長崎県の新産業創出を目指すとともに長崎県内に半導体企業を誘致・支援します。

ウェブサイトウェブサイト
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